
   柏市上下水道局監督検査要領 

 

                 制定  昭和６２年６月１日   

                 施行  昭和６２年６月１日   

 

 ( 趣旨 )   

第１条  この要領は，法令等に定めるもののほか，本市上下水道局

（以下「上下水道局」という。）が発注する，工事，測量及び棚

卸資産（以下「工事等」という。）に係る監督及び検査に関し必

要な事項を定めるものとする。 

（監督員の指名） 

第２条  上下水道事業管理者（以下「管理者」という。）は，契約

の適正な履行を確保するため，部に勤務する職員（以下「職員」

という。）のうちから監督業務を行う職員（以下「監督員」とい

う。）を指名する。 

２  前項の監督員の指名は，別表に基づくものとする。また，工事

担当課長は資格者名簿を基に，工事等監督員名簿を毎年度作成の

上，備え置くものとする。 

３  総務課長は，毎年度当初において，水道法第１２条第２項に定

める資格を有する職員について水道布設工事監督業務資格者名簿

を作成し，契約を発注する課の課長（以下「担当課長」とい

う。）に通知するものとし，年度途中に変更があった場合も同様

とする。 

４  総務課長は，毎年度当初において，下水道法第２２条第１項に

定める資格を有する職員について公共下水道工事監督管理者名簿

を作成し，担当課長に通知するものとし，年度途中に変更があっ

た場合も同様とする。 

（検査の委託及び検査員の設置） 

第３条  管理者は，上下水道局が発注する工事等の検査を公正かつ

円滑に執行するため，柏市工事検査要領第２条第１項第２号の規

定による専門検査職員が検査を行う工事等について，専門検査職

員を配置する課等に対し，検査業務を委託する。 

２  管理者は，前項の検査業務委託に要する費用について，「柏市



上下水道局発注工事の検査業務及び上下水道局職員に対する技術

研修業務に関する協定書」に定める方法により算出し，負担する

ものとする。 

３  管理者は，専門検査職員によって検査を行うことが困難である

場合において，工事担当課以外の職員から臨時検査職員を任命

し，配置するものとする。 

４  工事担当課長は，第１項及び第３項以外の工事等の検査のた

め，別表に定める検査業務を行う職員を指定し配置するものとす

る。 

（監督） 

第４条  監督員は，契約書，仕様書，設計図書その他の関係書類

（以下「契約書等」と言う。）に基づき，次に掲げる方法により

監督を行わなければならない。 

 (1) 契約の相手方（以下「契約者」という。）が作成した工事・

業務着手等届けその他の関係書類の審査 

 (2) 契約の履行の立会い及び工程の管理 

 (3) 施行状況の確認 

 (4) 材料の検査又は試験 

 (5) 契約者に対する必要な指示，承諾又は協議 

（検査） 

第５条  検査員は，契約者が次に掲げる理由により，検査願届又は

納品書を提出した場合は，契約書等に基づき，当該契約に基づく

給付の内容を確認するため必要な検査を行わなければならない。 

 (1) 中間検査（給付の途中で行う検査をいう。ただし，目的物の

全部又は一部を引渡し前に使用する場合は，「中間（部分使

用）検査」とする。）をする必要があるとき。 

 (2) 出来形検査（給付の完了前に出来高に応じ，対価の一部を契

約者に支払うときに行う検査をいう。ただし，完成検査に先立

って引渡しを受けるときは ｢ 出来形（部分引渡し）検査 ｣ と

し，契約解除するときは ｢ 出来形（打切り精算）検査 ｣ とす

る。）をする必要があるとき 

 (3) 完成検査（契約者が給付を完了したときに行う検査をい

う。）をする必要があるとき 



２  工事の監督員は，建設工事請負契約書第３２条の規定に基づく

検査願届の受理にあたっては，契約者の立会いの上，以下の各号

に掲げる要件をすべて確認しなければならない。 

 (1) 設計図書（追加，変更指示も含む。）に示されているすべて

の工事が完成していること。 

 (2) 建設工事請負契約書第１８条第１項の規定に基づき，監督員

の請求した改造が完了していること。 

 (3) 設計図書により義務付けられた工事記録写真，出来形管理資

料，工事関係図書等の資料の整備がすべて完了していること。 

 (4) 契約変更を行う必要が生じた工事においては，最終変更契約

を契約者と締結していること。 

 (5) 各関係法令に適合していること。 

３  検査員は，次のいずれかに該当する場合は中間検査を行わなけ

ればならない。 

 (1) 当初の請負金額が１億円以上の工事 

 (2) 低入札価格調査制度により低入札価格調査を実施し，契約し

た工事 

 (3) その他管理者が中間検査が必要であると認められる工事 

４   前項の対象工事から除くべき相当な理由があるときは，担当課

長は総務課長及び技術管理課長と協議の上，これを中間検査対象

工事から除くことができる。 

５  中間検査の実施時期は，出来形検査，完成検査の時期を考慮

し，施工の各段階における重要な変化点等で行うことを原則とす

る。１対象工事につき１回以上を原則とする。 

６  検査員は，検査を実施するときは，必要に応じて当該契約に係

る監督員又は管理者が指定する者，若しくは当該契約に関係する

者の立会いを求めることができる。 

７  検査員は，検査により出来形，品質等が契約書，設計図書その

他関係図書と相違し，又は不完全であると認めるときは，手直し

工事指示書により契約者に補修又は改造を指示するとともに，管

理者にその旨を通知しなければならない。 

８  検査員は次のいずれかに該当する場合は当該検査を中止し，直

ちに担当課長又は総務課長にその旨を報告しなければならない。



(1) 契約者が検査の実施を妨害したとき 

 (2) その他検査等の実施が困難であると認めたとき 

（工事成績評定の作成） 

第６条  請負契約金額が２００万円を超える工事については，監督

員は，工事完了の確認後速やかに，また，検査員は，完成検査完

了後速やかに，それぞれ別に定める評定基準により，厳正に当該

工事の評定を行い，書面をもって，その結果を管理者に提出しな

ければならない。 

（第三者への監督又は検査の委託） 

第７条  管理者は，地方自治法施行令第１６７条の１５第４項の規

定に基づいて，職員以外の者に委託して監督又は検査を行わせる

場合は，その者に当該監督の内容又は検査の結果を記載した書面

を提出させ，これを確認しなければならない。 

（兼職の禁止） 

第８条  監督員と検査員は，これを兼ねることができない。 

（工事検査結果の通知） 

第９条  管理者は，工事検査の結果合格したときは，工事検査通知

書により請負者にその旨を通知するものとする。 

（補則） 

第１０条  この要領に定めるもののほか必要な事項は，管理者が別

に定める。 

 

   附  則 

 （施行期日） 

１  この要領は，昭和６２年６月１日から施行する。 

 （柏市水道事業の工事，製造，物件の買入及びその他の請負契約

の監督，検査並びに検収に関する内規の廃止）  

２  柏市水道事業の工事，製造，物件の買入及びその他の請負契約

の監督，検査並びに検収に関する内規（昭和４９年４月１日制

定）は廃止する。 

 

   附  則 

この要領は，平成６年４月１日から施行する。 



   附  則 

この要領は，平成１９年１２月１０日から施行する。 

 

   附  則 

この要領は，平成２２年１２月７日から施行する。 

 

   附  則 

 （施行期日） 

１  この要領は，平成２３年４月１１日から施行する。 

 （経過措置） 

２  平成２３年４月１１日以前に発注した契約については，従前の

要領による。 

 

   附  則 

 この要領は，平成２５年４月１日から施行する。 

 

   附  則 

 この要領は，平成２８年６月１日から施行する。 

 

   附  則 

 この要領は，平成２９年４月１日から施行する。 

 

   附  則 

 この要領は，令和２年７月１日から施行する。 

 

   附  則 

 この要領は，令和４年４月１日から施行する。 

 

   附  則 

 この要領は，令和５年６月２３日から施行する。 

 

   附  則 

 （施行期日） 



１  この要領は，令和７年５月１５日から施行する。 

 （経過措置） 

２  改正後の第６条の規定は，この要領の施行日（以下「施行日」  

 という。）以後に工事施行伺を起票した工事について適用し，施  

 行日前に工事施行伺を起票した工事については，なお従前の例に  

 よる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表            

   監督員等指名・配置基準 

 

 

契約の種類 対象金額 監督員 検査員 

水道法に規定

する水道布設

工事請負契

約，下水道法

に規定する公

共下水道工事

請負契約（包

括的民間委託

のうちの工事

を含む）及び

その関連工事

等管理者が認

める契約 

２００万

円超 

担当のうち水道

法第１２条に定

める資格を有す

る者又は下水道

法第２２条に定

める資格を有す

るもので工事等

監督員名簿に記

載されている者 

専門検査職員又は臨

時検査職員 

２００万

円以下 

工事担当課長が指定

する職員 

上水道及び公

共下水道に係

る実施設計業

務（包括的民

間委託のうち

の実施設計を

含む） 

１５０万

円超 

担当のうち水道

法第１２条に定

める資格を有す

る者又は下水道

法第２２条に定

める資格を有す

るもので工事等

監督員名簿に記

載されている者 

専門検査職員又は臨

時検査職員。ただ

し，包括的民間委託

のうちの実施設計業

務については，工事

担当課長 

 

１５０万

円以下 

工事担当課長が指定

する職員 

棚卸資産購入

契約 

  企業出納員 


